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研究成果の概要（和文）：本研究では、自律的行動を動機づけるための管理会計の要件は何かを理論的に検討し、それ
ら要件はいかに企業に導入され、管理会計システムを進化させてきたのかをトヨタの原価企画の事例により明らかにし
た。自律的行動とは、市場志向やより深い経営理念を共有しながら、各組織単位とその構成員が自律的に情報収集・判
断・行動し、必要に応じて他の組織単位やその構成員と情報的相互作用を行い、組織全体として環境の変化に敏感に適
応することをいう。また、本研究では、グローバル化が原価企画にもたらす問題点への対処のあり方、自律的行動とそ
の先行要因との関係への国民文化等の要因の影響に関しても理論的・実証的に検討した。

研究成果の概要（英文）： To market products that fulfill customer needs, organizations must collect 
on-site information and share this across departments and suppliers. We define such behavior 
as“autonomous behavior.”
 This study clarifies (1)the requirements of management accounting systems to facilitate this behavior, 
based on a review of the extant literature, (2)how a firm introduced these requirements and developed 
appropriate management accounting systems, based on a case study of Toyota’s target costing. This study 
also (1)details the problems faced by Toyota with the globalization of business and explains how Toyota 
modified its management systems to overcome these problems and (2)reviews previous studies about the 
effect of national culture on MCS.

研究分野： 管理会計
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１． 研究開始当初の背景 
(1) 研究代表者が一委員として活動を行った

2005-2006 年度日本会計研究学会特別委
員会「企業組織と管理会計の研究」は、
不確実性の高い環境下において「自律的
組織」(定義は後述)が重要であると論じ
ていた。委員会での議論の内容を踏まえ、
自律的組織のための管理会計の要件はど
のようなものなのか、そして、それら要
件がどのように企業に導入され、企業の
経営管理システムを進化させてきたのか
を理論的・実証的に明らかにしたいと考
えた。 

(2) 自律的行動や R&D などの不確実性の高
い仕事においては、内発的動機づけが重
要であることを過去に論じた (諸藤 , 
2009)が、その後の心理学領域の議論、他
領域の議論についてもサーベイを行うこ
とにより、自律的組織のための管理会計
の要因を網羅的に明らかにしたいと考え
た。 

(3) 部門間インタラクションその他自律的行
動は、企業活動のグローバル化に伴い、
より困難になる可能性があるのではない
かと考え、問題の所在やそれに対する解
決策について明らかにしたいと考えた。 

 
２．研究の目的 
(1) 自律的行動を動機づけ、またその行動が
企業にとって望ましいものとなるよう一
定の方向付けを行うために、管理会計シス
テムはどのような要件を満たすべきなの
かを明らかにする。 

(2)それらの要件は、企業にどのような経緯・
プロセスで導入されたのか、その結果とし
て管理会計システムはどのように進化を
遂げたのかについて、企業の事例を用いて
歴史的に跡付ける。 

(3)管理会計システムの設計・運用のあり方を
考える上で、企業活動のグローバル化に伴
い新たに生じる要素、例えば、国内拠点と
海外拠点との距離の遠隔性、国内・海外拠
点の国民文化の違いといったものの影響
を考える必要があるか否か、必要がある場
合は、どのように考慮、システム上の対処
をすべきかを明らかにする。 

 
３．研究の方法 
(1)自律的組織のための管理会計の要件を明
らかにするために、国内外の管理会計学、
経営学、心理学領域の既存研究のサーベイ
を行った。 

(2)(1)で抽出した要件を企業がどのように導
入していったのかを歴史的に跡付けるた
めに、トヨタの原価企画の事例を用いた。
原価企画を分析対象として選択した理由
は、原価企画を行う組織は、後述する自律
的組織の定義に該当するものと考えられ
るからである。トヨタをリサーチ・サイト
として選択した理由は、トヨタは原価企画

の生みの親であり、その後もシステムを進
化させていることが社史や既存研究によ
り明らかとされていること、長期間にわた
り、優れた財務的業績や製品関連の業績を
上げていることから、原価企画が一定の成
果を上げていると考えられることなどか
らである。分析対象の時期は、トヨタ創業
当初から成果報告当時までを扱っている。
データ収集の方法としては、公表文献、社
史に加え、社内報等の社内出版物を用い、
また、元原価管理部長、原価改善部の複数
の管理者へのヒアリング調査を複数回行
った。 

(3)企業活動のグローバル化に伴い、原価企画
を行う上でどのような新たな問題が生じ
たのか、それら問題にどのように対応した
のか、という点について、原価改善部の管
理者、海外拠点勤務経験者に話を伺った。 

(4)企業活動のグローバル化に伴い、国内拠点
と海外拠点の国民文化の違いがマネジメ
ント・コントロール・システム(以下 MCS)
に与える影響を考慮する必要があると考
え、国民文化と MCS や成果との関係に関
する既存研究のサーベイを行った。 

 
４．研究成果 
(1)自律的組織を「市場志向やより深い経営理
念を共有しながら、各組織単位とその構成
員が自律的に情報収集・判断・行動し、必
要に応じて他の組織単位やその構成員と
情報的相互作用を行い、組織全体として環
境の変化に敏感に適応する組織をいう」
(廣本, 2009を一部修正)と定義したうえで、
自律的組織のための管理会計の要件を管
理会計学、経営学、心理学領域の既存研究
より抽出した。その結果、自律的行動の動
機づけを高めるための要件としては、理解
の容易性、組織構成員自身による成果の確
認、情報のタイムリーネス、共通言語とし
ての管理会計、情報技術の利用、高い目標、
個人の役割の明確化や責任の意識、タスク
の有意味性、自己決定感を高める仕組み、
その他内発的動機づけを高める仕組みが、
自律的行動の方向性を組織にとって望ま
しいものとする要件としては、境界システ
ム、市場情報の共有、水平的インタラクシ
ョンの促進の仕組み、責任共有の仕組み、
全社的 PDCA サイクルと組織構成員の
PDCA サイクルとのリンケージ、MCS の
垂直的なインタラクティブ・システムとし
ての利用が、動機づけの力と方向性の両者
に関連すると考えられる要件としては、経
営理念、学習の成果を利用・定着させるた
めの仕組みが認識された。 

(2)心理学領域の研究成果より、創造的な反応
を生み出すプロセスの中には、内発的動機
づけが望ましいステップと外発的動機づ
けが望ましいステップがあるという議論
や自己決定理論の議論を確認し、前者に関
しては、原価企画における自律的行動の動



機づけに対する含意を示した。 
(3)自律的行動の一要素である、組織成員が当
面必要のない仕事上の情報を共有する情
報冗長性、そして、製品の複雑化、活動の
グローバル化は、原価企画プロジェクトの
複雑性を高めることとなる。そのような複
雑性・情報処理負荷の増加に対し、原価企
画はどのように対処すべきで、またトヨタ
においてはどのように対処してきたかを
明らかにした。対応策の例として、部品標
準化委員会、CCC21、VI など、コスト低
減ノウハウの創出や部品等標準化のプロ
ジェクト外での活動があげられる。そして、
そのようなプロジェクト外の活動が盛ん
に行われるようになった一方、標準部品の
採用の有無などの意思決定に関して、プロ
ジェクトを仕切るプロジェクト・マネジャ
ーの自律性は保たれていることをヒアリ
ングによってではあるが確認した。 

(4)(1)で抽出した自律的組織のための管理会
計の要件がトヨタの原価企画において、ど
のような経緯で導入され、システムはどの
ように改善されていったのかを歴史的に
跡付けた。 

(5)日本企業の原価企画において水平的イン
タラクションがなされる理由を日本特有
の文化に依拠する議論が存在するが、トヨ
タにおいては、水平的インタラクションを
行おうという組織文化が元々十分に備わ
っていたわけではなく、1960 年代の TQC
活動によって促進されたことが社史等の
調査により明らかとなった。また、
Simons(2005)が他部門とのインタラクシ
ョンや他部門からの支援要請に応えるこ
とを促進する仕組みとして提示している
企業家的ギャップの創造や報酬配分の公
平性の仕組みが、トヨタの原価企画におい
て存在することをヒアリング調査により
明らかにした。 

(6)1990 年代末のトヨタにおいて、絶対値原
価企画(総額管理)という方式への原価企
画の大幅な変更がなされた。生産・調達の
グローバル化に対して国内工場が危機感
を有したことにより導入された、工場での
総額管理がフェーズを遡って原価企画に
も導入されたことが、変更の経緯の一つで
あること、また、変更の詳細、新たに生じ
た問題点などについても明らかにした。 

(7)MCS の特定の要素とそこから得られる成
果との関係に国民文化が与える影響に関
する研究、MCS 設計における国民文化と
組織文化との関係に関する研究のサーベ
イを行った。後者について、本社の国民文
化に海外拠点の組織文化が影響を受けて
いること、その影響は社会化ではなく選択
によるものであることを明らかにした研
究が存在する。一方で、自身で行ったヒア
リング調査においては、海外拠点の組織文
化を、社会化によって、国内本社が世界中
に浸透させようとしている組織文化に適

合させようと取り組んでいる企業がある
ことがわかった。 
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